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合計 22,531 合計 20,640

その他 使用料、賃借料、負担金等 286 その他 使用料、賃借料、負担金等 440

0.10 合計 1.00

2
8
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

委託料
中心市街地まちづくり推進事業
企画・調整事業委託ほか 21,028 委託料

中心市街地まちづくり推進事業
企画・調整事業委託

20,000

金額

旅費
研修及び内閣府等国の機関との
連絡調整 1,217 旅費

研修及び内閣府等国の機関との
連絡調整

200

29当初予算 20,640 7,560 28,200 0 0 0 28,200 任期付

0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

28決算 22,531 10,530 33,061 0 0.000 0 33,061 再任用 0.00 その他

28当初予算 25,690 10,530 36,220 0 0 0 36,220 正規

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

29年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 32,796 15,580 48,376 0 0 0 48,376

①　第2期明石市中心市街地活性化基本計画（平成28年3月15日内閣総理大臣認定　計画期間：平成28年4月１日から平成33年3月31日ま
　 での5年間）に位置付ける中心市街地活性化施策の進捗管理及びフォローアップ業務を行う。

②　中心市街地の活性化を推進するにあたり地元関係者との連携及び協働が重要である。中心市街地のTMO（タウンマネージメント機関）
 　となる、明石地域振興開発株式会社は、地元関係者の意見を聴く機関として設置された「明石市中心市街地活性化協議会」の事務局と
　 しての役割を担っており、中心市街地の活性化を進める上で、不可欠要素となる商業活性化について検討する業務を同社に委託する。

③　中心市街地活性化施策の１つである明石港利活用計画の策定を検討するにあたり、兵庫県が今年度策定予定の明石港東外港地区
 　再開発計画との整合性を図っていく。

目標値
中心市街地活性化基
本計画の管理

認定基本計画に位置付ける中心市街地活性化施策の
推進

平成32年度 - 数値目標達成

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
平成28年度に認定を受けた第2期中心市街地活性化基本計画に基づき、中心市街地の活性化を図っている。中心市街地活性化基本計画の中核となる明
石駅前南地区市街地再開発事業等が平成28年度に完了し、明石駅前再開発ビルを中心に訪れる人が増え、賑わいが向上している。引き続き、明石駅前再
開発ビルを核とし、国道2号線南側などへの回遊性の向上を図り、中心市街地全体に賑わいが溢れ、市全体の発展に波及させていく。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 中心市街地活性化基本計画 委託 指定管理

年度

事業 中心市街地活性化事業 根拠法令
・要綱等

中心市街地の活性化に関する法律

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-1 良好な都市環境の整備
実施方法

直営

目 都市計画総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

事業所管課 政策局都市開発室

項 都市計画費 連絡先 (078)918-5283

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

平成29年度 事務事業点検シート

事務事業名
中心市街地活性化事業

新規/継続 継続事業 整理番号 0107500000 001
分割/統合



現状の課題・今後の事業展開方針等
・　平成28年度に策定した第2期中心市街地活性化基本計画に基づき、その核となる明石駅前南地区市街地再開発事業が完了し、明石駅
　前再開発ビルを核とした中心市街地の活性化と賑わいの向上が図れた。
・　今後は、官民が実施する中心市街地活性化基本計画における48の個別事業に継続的に取り組み、賑わいが継続し、さらに拡大するよ
　う、事業の進捗状況を管理するとともに、同計画に掲げる数値目標の達成に向け取り組む。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

数値目標達成

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

27年度 28年度 29年度見込み
目標年次 単位 目標値

中心市街地活性化基本
計画の管理

認定基本計画に位置付ける中心市街地活性化施
策の推進 認定基本計画の進

捗管理
2期計画の策定

2期計画の進捗管
理

2期計画の進捗管
理

平成32年度 -

平成29年度 事務事業点検シート

整理番号 0107500000-001 事務事業名 中心市街地活性化事業
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平成29年度 事務事業点検シート

事務事業名
西明石活性化プロジェクト事業

新規/継続 継続事業 整理番号 0107500000 002
分割/統合

事業所管課 政策局都市開発室

項 都市計画費 連絡先 (078)918-5283

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 土木費

補助・助成 その他

個別計画 都市計画マスタープラン 委託 指定管理

年度

事業 西明石活性化プロジェクト事業 根拠法令
・要綱等

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-1 良好な都市環境の整備
実施方法

直営

目 都市計画総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
広域交通網の拠点という立地条件を活かした、賑わいのある利便性の高い快適なまちづくりを進める。
地域共通の最優先課題である「行政サービス機能及び地域交流拠点の不足」に対応した施設整備を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

【平成23～27年度】
　地域と行政が協働して進める協議会において、西明石地域の課題を整理し、西明石地域の目指すべき「まちづくりの姿」のとりまとめを
行った。

【平成27年度・平成28年度】
　・「まちづくりの姿」で示された地域共通の最優先課題解決に向けた検討を行った。

【平成29年度】
　・地域共通の最優先課題の解決に向け、旧国鉄清算事業団用地の活用について、優先的に取り組んでいく。
　・旧国鉄清算事業団用地の活用に向け、施設の機能や規模の詳細な検討を進めるとともに、ＪＲ及び隣接地権者等との協議を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

29年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 3,231 8,200 11,431 0 0 0 11,431

0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

28決算 5,400 8,100 13,500 0 0.000 0 13,500 再任用 0.00 その他

28当初予算 6,000 8,100 14,100 0 0 0 14,100 正規

29当初予算 6,000 7,560 13,560 0 0 0 13,560 任期付 0.10 合計 1.00

2
8
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

委託料
西明石清算事業団用地等の活
用に関する調査業務委託

5,400 委託料
西明石清算事業団用地に関する
詳細検討業務委託 6,000

合計 5,400 合計 6,000



平成29年度 事務事業点検シート

整理番号 0107500000-002 事務事業名 西明石活性化プロジェクト事業

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

27年度 28年度 29年度見込み
目標年次 単位 目標値

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

現状の課題・今後の事業展開方針等
・　西明石駅は新幹線・新快速が停まる主要駅でありながら、駅及び駅周辺の利便性等課題が多い。また、西明石地域の活性化に対する
市民ニーズも高く、課題解決に向けた取り組みを進める必要がある。
・　「まちづくりの姿」でとりまとめられた地域共通の最優先課題解決のため、まずは旧国鉄清算事業団用地の活用に向けた取り組みを進め
る。
・　最優先課題以外の課題についても、引き続き解決に向けた取り組みを進める。

r

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性
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平成29年度 事務事業点検シート

事務事業名
市政の企画、調査事務事業

新規/継続 新規事業 整理番号 0107500000 003
分割/統合

事業所管課 政策局都市開発室

項 総務管理費 連絡先 (078)918-5283

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 総務費

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事業 企画・調査事務事業 根拠法令
・要綱等

地方自治法第１条の２

施策分野
6 行政経営分野

6-2 自立した地方行政の推進
実施方法

直営

目 企画費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

目標値

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市が、誰もがより快適に暮らすことができる「住みたい・住み続けたいまち」、また、さらに元気なまちになるよう、明石全
体のまちづくりについて総合的な企画や調整を行うことで、広範にわたる行政課題を解決する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

①　市役所新庁舎整備に向けた取り組み
　市役所新庁舎について、中核市移行をはじめとするこれからのまちづくりと市民サービス向上の拠点として、機能、規模、位置など具体的
事項の検討を進める。

②　ＪＴ跡地取得に向けた取り組み
　ＪＲ大久保駅周辺の一体的なまちづくりはもとより、「住みたい、住み続けたいまち明石」の実現に向けた具体的な取り組みを進める。

③　まちづくり施策の企画調整
　重要な開発事業や都市計画及び都市計画事業の企画及び総合調整を行う。

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

29年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 0 0 0 0 0 0 0

5.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

28決算 0 0 0 0 0.000 0 0 再任用 0.00 その他

28当初予算 0 0 0 0 0 0 0 正規

29当初予算 6,150 44,280 50,430 0 0 0 50,430 任期付 0.80 合計 6.00

2
8
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

旅費
先進地視察、関係機関との協
議、近接地旅費等

500

金額

報償費 委員謝礼等 530

委託料
市役所新庁舎整備検討等業務
委託

5,000

需用費 消耗品等 50

使用料及び賃
借料

会議室使用料、コピー使用料、
研修参加負担金等

70

合計 0 合計 6,150



平成29年度 事務事業点検シート

整理番号 0107500000-003 事務事業名 市政の企画、調査事務事業

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

27年度 28年度 29年度見込み
目標年次 単位 目標値

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

現状の課題・今後の事業展開方針等
・市役所庁舎整備については、新しい庁舎の位置、規模、機能及び事業手法、スケジュール等の具体化に取り組む。
・ＪＴ跡地については、周辺環境と調和のとれた良好なまちづくりを主体的に行うため、取得に取り組む。
・活力のあるまちの形成に向けた都市計画の企画及び総合調整を引き続き行っていく。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性
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